経済Ⅰ　（水曜１限）　試験対策プリント
これは水曜一限経済Ⅰ中西徹教官の開発経済学2008年夏学期の試験対策プリントです。

このシケプリを見る際は必ず、ないし絶対に配られたレジュメを見ながら読んでください。

レジュメに勝るものはありません。

試験は論述形式で、計算問題もあります。途中式が重要なようです。できればグラフもかけたら最適でしょう。

わかりやすく砕いたつもりですが、経済について（特にグラフ）文書で説明するのには限界があります。わからなかったら聞いてください。

どうしても質問がある人はメールください。7月21日、駒場に出没する可能性があります。

人知れず更新しました。（なぜならば誕生日一か月でテンションが上がっていたからです？）更新箇所は赤字で。（本当は他の理由があったりなかったり・・・）
では、頑張りましょう！

2008.7.20 島田
（参）：レジュメの図・グラフを参照
L：労働力(labor)

　K：資本(capital)

　A：土地(arable land)

　n：労働者数

　t：時間(time)

　ε：価格弾力性(price elasticity of demand)
　d：需要(demand)
p：価格(price)
q：量(quantity)
η：所得弾力性(price elasticity of income)
y：生産量(yield)・所得(可処分所得)

　w：賃金(wage)

　T：技術水準(technical standard)
y=f(L)：生産関数

　MP：限界生産物（限界生産性）(marginal product)
　E：均衡点(equilibrium point)
０．序論・概要

○経済学の分析方法…論理実証主義(仮定→結論を繰り返して仮説を立て(①モ

デル分析)、それを②検証＝実証分析し、最終的には理論を

立ち上げる)

○分析対象…発展途上国

　　　　　①長期的に見て貧困ラインからの脱却が困難(慢性的貧困)

　　　　　②初期条件としての植民地支配がある　

　　　　　　∴一次産品主導、対外依存に特徴づけられる社会構造

　　　　　③慣習経済(customary economy) (従来その土地に根付いている経済の形態)の優越

○発展途上国の開発・経済発展とは 
　選択肢の幅が拡大すること。

①経済成長(economic growth)

②産業構造の高度化(「ぺティ＝クラークの法則」：経済社会・産業社会の発展につれ、第一次→第二次→第三次産業へと就業人口の比率及び国民所得の比率の重点がシフトするという法則)

③所得分配(クズネッツの逆Ｕ字仮説)：生産活動の結果としての所得の分配について、発展途上国の当初の開発段階にあっては、一般にまず格差が拡大し、後に一定段階で縮小すること
※これは一時点(横断面)を見ているに過ぎず、時系列ではないことに注意

④経済形態の慣習経済→市場経済への移行

○発展途上国の特徴

①労働力

　　ⅰ．人口問題
　　ⅱ．労働問題
②資本
ⅰ．資本不足→貧困の悪循環（参）：インフレ・ヘッジ(危険回避)としての非生産

的用途への投資・big push理論・ODA
ⅱ．金融制度の未発達・「政府の失敗」
→組織金融(レント追求活動＝ワイロみたいなもの)＝高金利

金融市場の二重構造／農民金融
　　　　→貧困層を圧迫
③土地
　　ⅰ．半封建的(semi-feudal)土地制度

　　ⅱ．伝統的定着農耕社会の慣習の残存
　　ⅲ．初期条件としての資産分配
④所得分配と貧困

　(社会階層の固定性＝社会階梯(social ladder)の欠如→自尊心・向上心の欠如)
Ⅰ．発展途上国の開発過程

ⅰ．基礎概念
○経済発展とは

○財貨・サービス

　必需品（農産物）及び非必需品（工業製品）を考える。

必需品の財の特性
1� 一次産品の価格弾力性(price elasticity of demand)が低い

価格弾力性…価格が１％上昇(下落)したとき、需要量は何％減少(増加)するか？
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注）ε＞１(弾力的)だと、需要量の減少の度合いが大きい

　　ε＝１(弾力性１)価格が変化しても需要量は一定

　　ε＜１(非弾力的)だと、需要量の減少の度合いは小さい(又は増加)
　必需品は価格pが下落しても需要量qはそんなに変わらない。

②一次産品の所得弾力性(income elasticity of demand)が低い
　所得弾力性…所得が増加（減少）したとき、需要はどれほど上昇（減少）するか？
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η＞１の財　奢侈財

η＜１の財　必需財

必需品は所得yが増加しても、価格pがたいして変わらないから、需要量qもそんなに増加しない

　　⇒発展途上国は、非必需品における発展＝工業化を目指している
○市場経済

○需要　

　①消費者行動分析

　　消費者が効用最大化(utility maximization)の実現のためにどのような資源配分(resource allocation)を行うかを解明。

　　※allocation:配分（効率性を求める）

　　　distribution:分配（公平性を求める）

　②効用・効用関数
　　u=f(x₁，x₂)と定義すると、

　　効用最大化は「予算制約(budget constraint)の下での最大化問題に帰着する。

　　すなわち、

　　　　Max u =f(x₁，x₂)　　subject to  y≧p₁x₁＋p₂x₂
　　これを展開すると、

　　　　X₂≦－(p₁/p₂)x₁＋y/p₂

　　ここで、y：定数より、右グラフの直線が書ける。

　　次にグラフ中の曲線の意味を考えましょう。

　　これは、無差別曲線といわれるものです。x₁とx₂財を消費者はどれくらいの割合で欲しているかをグラフにしたものです。

　　これら二つの曲線の交わる点において消費者の効用は最大化（消費者は最も満足）されえます。では、どの点が良いのか。それはC点であらわされています。どちらかの財が多すぎても少なすぎてもいけないのです。

　　以上長々と説明しましたが、これらのことはミクロ経済学の範囲であるので、試験には出ないでしょう。C点は限界代替率＝相対価格の点であり、効用最大化点と呼ばれます。「ミクロ経済学で消費者の効用最大化について述べなさいという問題が出たなら、予算制約線と無差別曲線、効用最大化の点について述べましょう。」と引用。詳しく知りたい人はgoogleで調べてください。
　③段階的嗜好

　　優先順位がある。　

　　すべての所得を農産物に支出→一定量消費→工業製品に支出

　④購買力

　　

○供給

　①生産者行動分析

　　y=F(L,K,A;T₀)

　　 =f(L)

  ②限界生産物(MP:marginal product)
　　・生産要素を一単位増加させたときの生産量の増加量

　　・通常は非負である。
③限界生産物逓減の法則
・ある生産要素を増加させていくと、確かに生産量は増大するが、じきに生産効率が低くなる
・生産要素が一つのみ（工業：L）の場合この法則は作用しない。

・他の生産要素が増えるとMP増加。

・分業を行えば、逓増することも。

　⑥完全競争市場

　　すべての経済主体が価格追従者(price-taker)として行動する。

　⑦均衡(equilibrium)　

　　市場経済では個々人が自分の利己的動機に基づいて経済行動を行うと、それが直接社会厚生の向上につながる、という「正」の側面がある。競争市場は資源配分の効率性（efficiency）を保証する。 一方、貧困層は低い購買力しか有さないため、需要を市場に反映させることができず、所得分配の公正性(fairness)を保証しないという「負」の側面を持つ。
ⅱ．概観
　○1950年代まで

　　①一次産品問題
　　　プレビッシュ＝シンガー仮説：一次産品は需要の価格弾力性、所得弾力性が低く、代替材の出現もあいまって、長期的に低迷しており、モノカルチャー型の一次産品輸出は発展途上国にとって不利である。

　　②工業化論　前述

　　③供給制約論：資本の不足

　　　Big Push理論：一国経済が一人前になるには、一時的に大規模な投資が必要となる。
　　　Two Gap Model：貯蓄＝投資ギャップと、外国為替ギャップ

　　④市場の失敗

　　　国家介入の必要性。「開発独裁」。

　○1960～1970年代　　　輸入代替工業化

　　①定義

　　②根拠

　　　ハーシュマンの不均整成長論：一つの産業に集中的に投資して、その投資の波及効果によって経済成長を図る。
　　　幼稚産業保護論：黎明期の産業に対して、外国と同等の条件で競争できるまで、外国との競争から保護されるべきとする主張
　　③政策手段

1) 輸入制限：関税、数量規制

2) 自国通貨の過大評価
3) 補助金
　　④問題点
1) 狭隘な国内市場規模

2) 国際収支の悪化　→累積債務
3) 都市偏重と農業無視
4) 資源配分の非効率化
5) 所得配分の悪化
　○1970年代　　　輸出志向工業化

　　①新古典派復興
　　②自由化による輸出振興

　　③人的資本論
　　　生産要素の「量」→「質」
ⅲ．基本モデル

　○事例
①仮定

昔々あるところに100人の国がありました。他国との交易はなく（閉鎖経済）、完全競争がはたらいています。みんなが必死に働き、はじめ、農業の人数は15人で、工業の人数は85人です。

また、ちょっと偉い地主さんは25人いて、土地の無い人は残りの75人です。ただし地主さんも一生懸命働きます。

工業では労働をいくら増やしてもその生産性は変わらず5でした（MPL₂＝5）。つまり、工業の生産関数は5×労働者の数です（Y₂＝５×L₂）。
100人はみんな農産物20でお腹いっぱいです。でも20買うまでは工業製品には手を出しません。20になったら余ったお金で工業製品を買います。
②初期条件

農産物は3円（P₁＝3）で、工業製品は12円（P₂＝12）です。

現時点での農業で、労働の限界生産性は20（MPL₁＝20）で、土地の限界生産性は12（MPA₁＝12）です。ただしこれらは一定ではなく、労働者が増えると減っていってしまいます（逓減）。また、人を一人増やすことによって増える収入（限界生産性価値）は価格3円×限界生産性20＝60（P₁×MPL₁＝60）です。同様に土地を１ha増やすことによって増える収入は3×12＝36（P₁×MPA₁＝36）です。

③供給側

農産物は全部（S₁）でどれだけとれるのでしょう。
これを計算するには生産関数を用います。生産関数というのはレジュメ＃２左上でやりましたね。Y=f(L,K,A;T₀)です。ここではL（労働）とA（土地）について話をしているのでこの二つについて計算しましょう。

まず、Lについて。限界生産性×人数なので、20×15で300です。しかし、農業には土地Aも関数に含めねばなりません。これは限界生産性×人数、12×25で300。よって、農産物は全部で300＋300＝600というわけです。これで農産物は600個とれたことがわかります。ちなみにその価値は、1個3円だったので600×3＝1800円です（P₁S₁＝1800）。

工業製品の合計（S₂）はもっと簡単です。なぜなら、土地は関係しておらず、労働だけ関連しているからです。生産関数を用いて、S₂＝5×85＝425です。価値はというと425×12＝5100ですね（P₂S₂＝5100）。

これでこの村の全供給数とその価値がわかりました。価値の合計は1800＋5100で6900です。GDP（Gross Domestic Product）が6900ということです。

④需要側

今度はどれだけ給料をもらっているか、です。

まず工業部門で働いている人は、一人あたま5生産しています（MPL₂＝5）。それらを自分で売ってお金を得ていると考えれば、給料は5×12＝60円です。
農業部門で働く人は、同様に考えて20×3＝60円です。

よって、農工どっちで働いても給料は同じ60円。均衡しているといえます。

また、副業的に考えて、地主さんは60円とは別にお金を得ることができます。一人あたま土地で12生産できていましたね（MPA₁＝12）。だから12×3＝36円の収入です。地主さんは合わせて60＋36＝96円の給与を得ているというわけです。

ここで、彼ら全員の給料で買い物をしてみましょう。

まず、生きるためには食べ物を買わなければなりません。100人全員が農産物20を得るために走ります。なぜならみんな少なくとも60円は持っているのでそれで3円の農産物を20買います。よって農産物は全部で100（人）×20＝2000必要です（D₁＝2000）。
地主は36円余っています。それで12円の工業製品を3買います。よって工業製品は全部で25（人）×3＝75必要です（D₂＝75）。

⑤市場における需給関係

農産物、工業製品それぞれについての需要、供給がわかりました。

農産物市場ではS₁＝600に対して、D₁＝2000。需要が供給を上回っています。1400単位の「超過需要」が生じています。

工業製品市場ではS₂＝425に対して、D₂＝75。供給が需要を上回っています。350単位の「超過供給」が生じています。

需給の乖離が発生しました。調整を行わければ、国が持ちません。

⑥調整過程

現在、農産物が足りず、工業製品が多すぎる状況です。農産物は価格が上がり供給増加、一方工業製品は価格が下落し、供給が減少するでしょう。

また、土地の需要も増加します。なぜなら、もっと土地を増やして農産物を作りたいからです。それに伴い、土地の限界生産性＝賃貸料が増加します。
また、工業から農業へと労働者が移動します。農業では労働の限界生産性が減少し、賃金は下落するでしょう。

⑦市場均衡の達成

（以後の数値は均衡を達成させるために、変化したものです。）

農産物価格（P₁）は3円から5円へと上昇。工業製品価格（P₂）は12円から10円へと低下します。

労働の移動ですが、農業労働者（L₁）は15人から62.5人に増加。工業労働者（L₂）は85人から37.5人に減少します。

農業部門における土地の限界生産性（MPA₁）は12から25へ上昇。

農業部門における労働の限界生産性（MPL₁）は20から10へ下落。
工業部門における労働の限界生産性（MPL₂）は5で不変です。

先ほどと同じように供給側から見てみましょう。

農産物供給量については、S₁＝MPL₁×62.5＋MPA₁×25＝1250

その価値はP₁×S₁＝6250

工業製品供給量については、S₂＝MPL₂×37.5＝187.5

その価値はP₂×S₂＝1875

次に需要側です。

まず給料ですが、完全市場では賃金＝労働の限界生産性価値でしたね。

工業部門の労働の限界生産性価値は5×10（P₂）で50

農業部門の労働の限界生産性価値は10×5（P₁）で50。というわけで均衡しています。

地主はさらにMPA₁×P₁＝25×5＝125を得ています。

ここで見てほしいことは地主が125＋50＝175、一般労働者が50を賃金として得ていることです。つまり、地主は普通の労働者の3.5倍の賃金を得ているのです。均衡は地主に有利に働いていると言えるでしょう。
話はそれましたが、戻します。

普通の労働者は50を持っていてそれで買い物に行きます。農産物を買うんでしたね。農産物はP₁＝5円です。あれ？？？10単位しか買うことができません。かわいそうに、腹5分目しか買えません。

地主は175持って買い物に行きます。まず農産物20を買います。それで20×5＝100を消費し、残りの75で工業製品を買います。工業製品は10でしたので、7.5単位買えます。

農産物の需要はD₁＝労働者数×10＋地主×20＝75×10＋25×20＝1250
工業製品の需要はD₂＝7.5×25＝187.5

市場を見てみましょう

S₁＝D₁＝1250

S₂＝D₂＝187.5

生産物市場も均衡しました。

簡単にまとめます。調整前の状況では労働市場は賃金60で均衡していました。しかし、生産物市場では均衡しておりませんでした。一方調整後は労働市場において賃金50で均衡。生産物市場でも均衡です。ただし、労働者の賃金は下落してしまいました。地主はというと、先ほど見たとおり、土地での賃貸料として賃金を大幅に増加させています。つまり格差が拡大しているのです。・・・

以下、「労働者＝貧困層」、「地主，自営農民，資本家＝富裕層」として読んでください。

ⅳ．農業部門の発展と貧困

○基本命題　　　工業化以前に農業開発

○技術進歩

　中立的技術進歩：L,Aの限界生産性を同一比率で上昇させる技術進歩

○技術進歩の厚生（生活を豊かにすること）に与える影響

　地主には不利、労働者には有利となる非対称的効果をもたらす。

○推移

　農業部門のみが存在する状況を考えます。そこでは中立的技術進歩が発生しています。地主はL,A、労働者はLを保持しているため、地主のほうがより早く厚生が向上します。

　地主が食料に飽和すると、工業品需要が発生します。（この時点を転換点と言います。）すると労働が農業から工業へ移転します。じきに、労働者も食料に飽和し、工業品需要はさらに増加、労働者も工業への移転が増えます。一方MPL₁は増加します。農産物需要は一定、供給は増えません。他方、労働需要は増大、労働移動も加速。農業部門では生産性は向上するが、需要が一定、土地過剰でMPA₁下落、地主の所得が減少。

　言いたいことは、技術進歩で地主の所得が減少するということです。

○農産物価格支持政策
　・地主・自営農民は技術進歩に伴う所得減少に対応するため、団体行動をとるインセンティブを有します。
　・政府の市場介入による価格支持は、農産物は超過供給が生じているにも関わらず、貧困層は農産物を買えず、食糧不足となる。

ⅴ．工業部門の発展と貧困

○工業化が貧困緩和に失敗するメカニズム

　段階的嗜好の仮定の下では、発展初段階において、工業化が貧困緩和につながらない！

○ルイス・モデル：従来の開発論　【Lewis Model】
　資本家の貯蓄・再投資は工業部門の拡大をもたらし、農業から工業への労働移転を促進。

　工業部門では、MPL₂増、労働需要増、賃金増、労働増。
　農業部門では、MPL₁増、賃金増、貧困緩和。

　　※資本(capital)：stockの概念　一時点の存在量

　　　投資(investment)：flowの概念　一定期間の変化量

　　　つまり、I＝⊿K

　

すなわち、資本家の貯蓄・再投資によって農業部門の貧困緩和が達成される！

○ルイス・モデル批判

　発展途上国は現在10%以上の高い貯蓄率が達成されている。ではなぜルイス・モデルは機能せず、貧困は緩和されないのだろうか。
　外生的要因
1） 資本集約的な技術進歩

2） 労働組合による高賃金の維持

3） 政府規制による労働移転の抑制

○推移

　食糧消費に関して、労働者は不飽和、地主は飽和の状態を考えます。ここで、工業部門の技術革新が発生したとき、どうなるでしょうか。工業製品の価格は下落します。農業生産性が不変であるので、農産物需要は労働者・地主いずれも不変です。つまり農産物の需給は変化せず、労働移転は起こりません。工業製品の生産性の向上により、MPL₂は上昇しますが、その分工業製品の価格は下落するため、限界生産性価値（＝賃金）は変化しません（限界生産性価値＝MPL₂×P₂）。よって労働者の状況は変化しないといえるでしょう。一方、廉価な工業製品を享受できる富裕層（地主）は豊かとなり所得分配が悪化します。

　つまり、工業部門の技術進歩は格差を生み出す、というモデルです。

○二つの工業製品を仮定

　農産物に加え、二つの工業製品を仮定します。

基礎財：労働集約的（コストに占める労働の割合が高い）
　　　奢侈財：資本集約的（コストに占める資本の割合が高い）

　①奢侈財産業の中立的技術進歩は地主・資本家を豊かにするが、労働者には影響を及ぼさない。

　②基礎財産業の中立的技術進歩は貧困激化をもたらしうる。

　③地主と資本家は農地改革を阻害する。

　④工業部門における労働組合結成は、短期的には貧困層に利益をもたらしうるが、長期的には資本集約的な技術選択を促すので、貧困悪化をもたらしうる。

　⑤急速な人口成長は経済を二極分化的発想経路に導く。すなわち、富裕層はいっそう豊かに、貧困層はいっそう貧窮化する。

　⑥高い人口成長の下では人的資本の形成と農業技術の進歩が貧困緩和を実現する。

○仮定
農業部門ではA,L,Kを、二つの工業部門ではL,Kを投入して生産を行っているとします。これまでと同様に労働者、地主そして資本家の所得はそれぞれの限界生産性によって決定されます。そして、農産物、基礎財、奢侈財の順にいつものように段階的嗜好が成り立っているとします。以下の図を見てください。
	　
	L
	K
	A
	資本労働比率(capital-labor ratio)

	農産物
	4
	1
	3
	K/L=1/4

	基礎財
	3
	2
	×
	K/L=2/3

	奢侈財
	2
	3
	×
	K/L=3/2


　農産物のほうがよりlabor intensive、奢侈財のほうがcapital intensiveとなっています。

　仮定の続きですが、労働者：農産物にさえ不飽和、地主・資本家：基礎材にも飽和、追加所得は奢侈財に支出　の状態を考えます。
○奢侈財技術進歩の効果

　では上の命題①の形成過程を見てみましょう。

奢侈財価格の下落→貧困層は奢侈財に無関与なので、農産物需要に変化なし。
　　　　　　　　　　富裕層は農産物には既に飽和しているので、農産物需要に変化なし。

　農産物において、需給に変化がないので労働移転は生じない。

　MPL₃（奢侈財産業における労働の限界生産性）は上昇。しかし同時に奢侈財価値（P₃）は下落するため、限界生産性価値（MPL₃×P₃）は不変。よって賃金も不変。

　豊かになるのは、廉価な奢侈財を手に入れることのできる、富裕層のみ。よって①は証明された。

○基礎財産業の技術進歩の効果

　次に②の過程です。

　技術進歩により、基礎財価格（P₂）の下落が達成されます。すると、地主・資本家の実質所得・購買力の向上により、奢侈財需要が増大されます。

　一方P₂下落となった基礎財部門はどうなるでしょう。

　基礎財は飽和しているため余剰のK,Lが発生します。K,Lは先ほど需要が増大した奢侈財部門へ流れるでしょう。ところが奢侈財産業は資本集約的であるため、Lは余ります。彼らは農業部門に流れることとなります。するともちろんMPL₁は下落し、賃金は下落。貧困層の農産物需要は減少し、供給もそれに伴い減少。一方農業部門のKは奢侈財産業に流れ、農業労働者一人あたりの資本量も低下。MPL₁はさらに下落し賃金は悪化、②は証明されました。

○地主と資本家の共謀の誘因

　次は③です。背理法的に証明します。

　

　もし農地改革を行うと・・・

　新しい「地主」が発生します。地主が増えると一人地主あたりの賃貸所得は減少し、奢侈財需要が減少し、奢侈財産業が縮小されます。一方、この間まで労働者であった新地主は農産物及び基礎財を需要するようになり、両産業が拡大します。
　ここまでをまとめると、農業↑、基礎財↑、奢侈財↓、です。

　奢侈財から基礎財へL,Kが移動します。基礎財産業は当然賃金上昇が起こります。

　基礎財は奢侈財よりも労働集約的であるため、余剰資本が生まれます。これらは農業部門へと流入し、農業部門でも賃金が上昇します。農業部門から基礎財産業へのLの移転が起こり、農業部門でのひとりあたり土地が上昇、賃金のさらなる上昇が達成されます。
　よって、所得配分がより公平に近づき、地主・資本家にとって不利益となります。

　以上より③が証明されました。

○労働組合結成の諸効果

　次に④です。

　仮定として、二つの工業部門において労働組合が結成され、賃金の維持・上昇がなされたとします。賃金上昇は工業製品の価格上昇につながり、地主・資本家によって奢侈財部門が縮小されます。ただし地主・資本家の基礎財需要は不変です。一方労働者は賃金増により基礎財需要が上昇し、基礎財産業は拡大します。
　まとめると基礎財↑、奢侈財↓、です。

　例によって奢侈財から基礎財にL,Kが移動、結局農業部門までKは移動します。農業部門から基礎財へのLの移動も起こります。農業・基礎財両部門では賃金が上昇します。

　ここまでで、④の前半部、「短期的～」は証明完了です。「長期的～」を見てみましょう。

　農業・基礎財両部門の賃金上昇は両部門でより資本集約的な技術採用をもたらします。するとLが農業部門へ移動し、Kは基礎財部門へ移動します。よって一人当たり資本・土地の下落が生じ、賃金は下落します。

　以上で④終了です。

○人口成長と貧困

　次は⑤です。

　

　人口増加が起こると、それらは農業部門へ投入されます。ここでMPL₁減、賃金減が起こるのは自明です。一方、MPA₁、MPK₁は上昇するため、地主・資本家の所得は上昇し、彼らの需要する、そう、奢侈財産業が拡大します。若干のLと大量のKが農業から奢侈財産業に移動します。これにより、農業部門における更なる一人当たり資本の減少がおこり賃金は減少します。反対に地主・資本家はさらに所得が増大します。
　以上で⑤が証明されました。

○労働の限界生産性の向上の方途

　これら悪条件に対応するための方途が⑥です。さっそく見てみましょう。

　労働人口の増加により、一人当たり資本が減少することは⑤でみました。ではこれに対応するにはどうすればよいでしょう？
・貯蓄の増加：これにはODA等による援助が要ります。ただしさすがに人口増を上回

るスピードで貯蓄を増加させるのは限界があるでしょう。

　　・人的資本の増加：教育の充実。初等教育、高等教育。

　また、農業技術進歩への資源投入が役立つといわれています。これについてはこの講義

　のメインテーマとも言えます。後々詳しく見ることとなるでしょう。

ⅵ．国際貿易と貧困

　先の議論では閉鎖経済という現在では考えにくい状態を仮定していましたが、ここではより現実問題に近い開放経済を仮定して議論します。

○命題

　　開放経済における工業化は、閉鎖経済の場合と異なり、労働賃金を上昇させ、貧困を緩和させうる。

　○一次産品輸出と貧困

　　過去には、現在従属論（dependency theory）として議論されている「中心国」との貿易が行われていました。

　　失敗例としてインド・ラテンアメリカの事例が挙げられます。

　　　中心国との貿易によって、工業部門の縮小と農村の貧窮化が生じた。

　　成功例としては以下が挙げられます。
　　　HPAE(High Performance Asian Economics)：急速な経済発展

　○輸出悲観論の原理

　　失敗例について議論します。

０、仮定

　　　　「中心国」Aと「周辺国」Bとの国際貿易が行われているとします。両国は農産物と工業製品を生産しています。Aは工業製品を輸出、農産物を輸入し、Bはその逆です。B労働者のみが農産物に飽和しておらず、Aの工業部門では技術進歩が持続的に達成されているとします。

1、 B国貧困層の貧窮化

技術進歩により、工業製品の国際価格が下落します。するとBではMPL₂が下落し、W₂も下落、さらには廉価なA産工業製品が流入し、B国内工業は縮小します。

すると、労働者は農業部門へと移動し、MPL₁も減少、農業労働者の賃金W₁が下落します。
2、 B国地主層の富裕化

工業製品が下落したため、地主は廉価な工業製品を買うことができ、実質所得が増加します。また、先ほどの工業から農業への労働移動の影響で、土地の価値が高まり、土地賃貸料が上昇して所得が増加します。

3、 A労働者（農産物には既に飽和）の富裕化

工業製品が下落したため、２、と同様に実質所得が増加します。また、工業製品需要が増加するため、農業から工業へと労働移動が起こり、工業部門の賃金が上昇し、労働者は富裕化します。一方、労働者が移動してしまったため、土地賃貸料は下落し、A国地主は損をします。農産物不足はB国からの輸入で解消します。

○貿易による貧困の克服

　　成功例について議論します。

0、 仮定

同様に「中心国」Aと「周辺国」Bの国際貿易が成立しているとします。以下先ほどの仮定と全く同じです。ただしひとつだけ違っている点があります。それは、B国の工業部門において、A国よりも高い技術進歩が持続的に達成されている、ということです。これを後発(性)の利益と言います。

※後発(性)の利益：発展途上国は先進国が開発した技術や知識、開発政策の経験を早い時期から利用できるので、急速な経済発展が可能であるという利点を持つという法則。ガーシェンクロン(A.Gerschenkron)が見出す。R＆D(Research and Development)投資（研究開発投資）をスキップできるため。

　　　１、B国貧困層の富裕化過程

　　　　　工業製品の下落により、A国工業製品需要が増加、B国工業部門の労働需要が増加しMPL₂が増加します。B国工業は拡大し、農業から労働者が移動。農業部門では、MPL₁が上昇し、賃金が上昇します。一方地主は土地賃貸料が減少、その結果、格差が狭まります。

　　○失敗例（輸出悲観論）に陥らないために・・・

　　　発展途上国工業部門の高い成長の可能性

　　　　　ⅰ．後発(性)の利益
　　　　　ⅱ．貿易による誘発的な技術革新

　　　農業部門の高い成長による発展過程　　←メインテーマでしたね

Ⅱ．農村経済
ⅰ．経済発展における農業の役割
この辺りから誰かが作った補遺が参考になります。図がきれいです。見てください。

また、補遺から引用する箇所もあります。

図１：GNPが低いほうが農業従事者比率が高い。

図２：GNPが低いほうが対GNP農業生産比率が高い。

図３：GNPが低いほうが労働生産性が低い。

それでは経済発展における農業の、工業化のための役割とは何だろうか。

①生産における貢献
食糧が安くなり実質賃金は低下します。余剰のL,Kが工業部門へと移り、工業製品の生産コストが低下します。
　　②生産要素における貢献

　　　生糸・綿花等は工業製品の原料となりえます。

　　③市場における貢献

　　　人々が農産物に飽和すると、工業製品需要が増加します。

　　④外国為替における貢献

　　　商品作物の栽培により、外貨獲得に貢献できます。

ⅱ．半封建的農地制度と農業階梯

A．開発途上国の土地制度

開発途上国の土地制度には大きく分けて三パターンあります。
①生存農業

　粗放的焼き畑移動耕作。おもにアフリカで行われており、自然条件に依存します。

②半封建的農地制度

　アジアの中小地主（小作）制度と、ラテンアメリカの伝統的大農園制度です。

③近代的法人農園制度

　外資を用いた制度で、プランテーションが代表例です。

　この講義では、②について詳しく議論されます。

B．半封建的農地制度

　　プリントの図を見てください

　　①アジア型中小地主制度
　　　地主(landlord)は土地の所有権を持っており、土地の耕作権を信用とともに小作人(tenant)に与えます。小作人は小作料と金利を地主に返します。この点で封建的と言えるでしょう。半封建的とは、中世の土地に縛り付ける封建制度が実質的に残存しているため、このような名称が使われます。
ところで、小作人は土地無し農業労働者を雇って耕作を行います。賃金雇用が必要となります。

　　②ラテンアメリカ型伝統的大農園制度
　　　農園主(planter)は土地の所有権を持っており、拘束農園労働者(peón)を雇用します。労働者は労働・賦役をもって農園主に帰属し、封建的につながりがあります。拘束農園労働者が①の小作人と、もっとも異なる点は、経営権を持っていないということです。また、農園主は政治的な理由からも、彼らを雇用してつながりを持とうとします。それは農園主が政治的権力を保持するための投票権を彼らが持っているということです。
　　　ところで、農園主は臨時雇い農園労働者(minifundio)を雇い、賃金雇用が発生します。臨時雇い農園労働者が①の土地無し農業労働者と、もっとも異なる点は、彼らが土地を持っているという点です。ただし、その土地は枯れているなど、質の悪く農業に向かない土地です。彼らの多くはインディヘナです。
C．土地を媒介とした労働契約

　　①家族経営

　　　アメリカ、カナダ、オーストラリアなどで行われます。

　　②賃金労働制度：地主が毎回同じ取り分を小作人に支払うもの。

　　③分益小作制度：小作人が毎回小作地の収穫物のうち一定の割合を小作料として支払うもの。１：１が多い。
　　④定額借地制度：小作人が毎回同じ取り分を地主に支払うもの。

　　ここでは、②、③、④について議論されます。

D．分益小作制度の非効率性
　　・開発途上国の農業生産性は低い。貧困であるのに農民は昼から酒を飲み、怠惰だ。なぜ？

　　・開発途上国では非効率的である分益小作制度が広範に見られる。なぜ？

　　これらの疑問に答えるべく、各々の労働契約制度の理論的仕組みを見ていこうと思います。

①賃金労働制度(wage labor system)
１．「投下労働量」は地主が決定。一定なる市場賃金によって決定される。「価格追従者(price taker)の仮定」

　２．完全競争の仮定：w=w⁰（つまり、市場賃金が決まっている。），p=p⁰（市場価格も決まっている）

　３．機会費用(opportunity cost)：

同じ労働時間働いたとき、他の雇用機会によって得られたはずの報酬。

　４．地主は利潤最大化公準に従う。つまり、地主は利潤関数の最大化を目指して、投下

労働量を決定する。

地主の目的関数；利潤関数をΠ(L)とおく。

Π(L)　=　p⁰・f(L)－w⁰L
（利潤関数）＝　（農産物価格）×（生産関数）－（賃金）×（労働量）

P⁰＝１としても一般性は失われないから、

Π(L)　=　f(L)－w⁰L　
ここではp⁰＝1としない上の原則的な式を使います。
それではグラフを描いてみよう。
（勝手ながら、グラフはこのシケプリで省かせていただきます。詳しいグラフは自分の板書を見てください。授業に沿って説明していきますので。授業に出ていない等

グラフがわからないときは聞いてください。）

地主の利潤最大化の点の求め方は2通りあります。

解1）

　解1では労働の限界生産性のグラフを使います。P⁰×MPL＝p⁰×df(L)/dLのグラフです。
　このグラフは右下がりですね。（限界生産性の逓減）このグラフとw=w⁰という定数関数

　の交点をEとします。その点の労働量がL*となります。

　

　すなわち、w⁰＝p⁰×df(L*)/dL  となります。

解2)

　解2ではΠ(L)を一回微分して、それが0となる点を探します。つまり、Π(L)の傾きが0となればよいのです。
　Π(L)＝p⁰f(L)－w⁰Lを一回微分すると、

　dΠ/dL ＝p⁰×df(L)/dL―w⁰となります。
　これを0として、w⁰を移行すると、

　

　p⁰　　×　　df(L)/dL　　　　＝　　w⁰　　　　：E

　　　(限界生産性=限界収入)　　　　　(限界費用)

賃金労働制度では一つの考えなくてはならないことがあります。それは取引費用

(transaction cost)の問題です。取引費用とは、市場外、つまり労働者のサボりを監督する

ための費用です。

opportunity cost によりどこで働いてもw⁰の状況を考えます。L*を超えると、

W⁰が貰えず、他の土地で働こうと思うのです。凶作のときの保険としての働きもあります。

②分益小作制度(sharecropping tenancy)
　1．「投下労働量」は小作人。

　2．完全競争（①と同様）
　3．機会費用（①と同様）
　4．小作人は利潤最大化公準に従う。

小作人の目的関数をΠs(L)とおきます。

Πs(L)＝ α　×　p⁰×f(L)－w⁰L   >  0
(利潤関数)　　(小作率)　　　(  売  上  高 )    (機会費用)

             α：1-α＝小作人：地主
一回微分して、それを0とすると、
dΠs(L)/dL＝α×p⁰×df(L)/dL－w⁰＝0
∴df(L)/dL=w⁰/α＞w⁰

普通、L＝Ls＜L*
分益小作制度では小作農の労働力交換が行われています。

なぜなら、人間関係が発達しているため、土地なし労働者へ場を提供するためです。

なぜ、この制度を採用しているかというと、一番の理由は地主と小作人がリスクを折半しているからです。つまり、うまくやれば、地主は賃金労働制度と同じだけの利潤を得られます。
③定額借地制度(leasehold tenancy;fixed-rent tenancy)

　1．「労働投下量」は小作人

　2．定額借地料（小作料）：R（Rバー：定額という意味です）
　3．機会費用（同様）
　4．小作人は利潤最大化効用に従う（同様）

小作人の目的関数をΠf(L)とおきます。

Πf(L)　＝　f(L)－R　　－　w⁰L
（利潤関数）　　　　（小作人取分）　　　　　（機会費用）

　問題となるのは、地主がどこまで高価格なRをつけられるか、です。

　それには、もちろん限界があり、最適小作料があります。

　小作人は職の安定を求めて、ギリギリでも職に就いてくれます。（②の場合も同様）
ちなみに、一回微分すると、

dΠf(L)/dL=df(L)/dL－w⁰＝0

　　　　　 　　　∴df(L)/dL＝w⁰となります。
E．労働契約の同値性

　ここで、上で、①＝②＝③という同様の生産効率性が可能かどうか、見てみましょう。

①＝②を検証します。

地主の目的関数をΠl(L)とすると、

　Πl(L)　=　(1－α)f(L)　　　（←分益小作制度）

　　　   =  f(L)－αf(L)     （←展開）

　　ここで、分益小作制度では労働者は

       αf(L)≧w⁰L　　の状態でその土地で労働したいというインセンティブを有します。さらに言えば、
　　　　αf(L)＝ w⁰L　　の状態でも職の安定性を求めて、労働者はやってきます。

　よって、

　Πl(L)  ＝ f(L)－w⁰L      

　　　　＝賃金労働制における生産関数

　∴②＝①

というわけで、目的関数というのは本質的には同じ、というわけです。

ただし、ここでは取引費用 transaction cost が０であると仮定しています。
これは現実的なのでしょうか？？

発展途上国の地主と小作人は大抵親しいので、小作人が地主との契約に違反することは滅多

にない。地主側もある程度サボりを許容。とりあえず自分がいる時に働いていてくれれば

OK。地主の他に監視役や差配人がいたとしても同じ状態になる。つまり発展途上国は血縁

・婚姻関係などで信頼が強く、取引費用＝0は現実的なのです。

F．まとめ

どうして分益小作制度が非効率的であるのに採用されるかというと、

　　地主、小作人が互いに譲歩した結果である。（表参考）

また、地主は小作人と複合契約(inter-linked deals)を結んでいます。これは労働契約のみならず、金融契約をも結んでいることを示します。金融契約とは、端境期すなわち飯米自給が少なくなる時に金利を付けて貸し付けることです。

ちなみに、これも取引費用＝0、すなわち監視の必要性を弱める原因ともなります。

ⅲ．ラテンアメリカ的私的大農園制度　買手独占労働市場

まず、買手独占に入る前に、完全競争の定義を説明します。

①経済主体（価格追従者）の多様性（原子性）

②財の同質性

③情報の完全性

④経済主体の自由な参入・退出の保障

（⑤自由なアクセス権の保障）←含めなくてもよい

では買手独占労働市場の話をしましょう。

　　※買手独占：monopsony

      売手独占：monopoly

地主が労働を雇用し、利潤を最大化するように行動していると仮定する。

ただし、地主は労働者の雇用機会を独占しており、労働者の労働供給関数をしっているとする。地主の目的関数をΠ(L)とすると、

Π(L)　＝　f(L)　－　w(L)・L

（目的関数）　　　（完全競争）　　　（労働者の供給関数）・（労働量）

　これを一回微分すると、

dΠ/dL　=　df(L)/dL－[w(L)＋L・dw(L)/dL]＝0
　           （限界収入＝MPL=MR）　　（限界費用＝MC）

よって、df(L)/dL=w(L)+L・dw(L)/dLを満たす点がL*である。

グラフは授業でやりました。二回。いや三回も。

もう分かると思うんで略。略というかめんどくさい。
問題点は地主がL*を完全競争でのLよりも少なく取るがゆえに、全体の生産量が少なく、社会的損失が出る、という点です。

ⅳ．伝統的コミュニティ

１．エンブリー仮説：アジア型定着農耕社会における共同体

　東アジア：単系的血縁集団を軸とする強固な利害集団としての共同体

　　　　　　私有財産の長子相続→長期プロジェクト

　東南アジア：双系的血縁集団を軸とする広く浅い緩やかな共同体

　　　　　　均分配財産相続・親の面倒を見るのは末子→誰が後を継ぐのかが分からない。

２．モラル・エコノミー論
先進国とは社会的コンテクストが異なる東南アジア地域の現状分析にア・プリオリに方法論的個人主義を導入して議論すべきではない。

謙虚に東南アジアの農民が何を考えているのかを探り、農民行動を理解していく手順を踏むべきである。

ギアツの議論（３．）を踏襲し、植民地化政策に抵抗した農民反乱の諸要因を理解する枠組みを提示する。

①命題　　

植民地化、あるいは市場経済の浸透以前の東南アジア地域の農村は、共同体の成員全てに生存維持水準が保証されるべきだという道徳的規範、生存維持倫理が共有されているモラル・エコノミーであった　
②概要

1．農業の不確実性

安全第一…変動幅は小さいが平均も低い経済システムを、平均は高いが変動幅も大きいシステムより選好する。

2．生命維持の倫理

　　→分益小作制度の正当化、パトロン＝クライアント関係

3．植民地期の農民反乱のメカニズム：本来保守的な農民が反乱。

３．「農業インボリューション」仮説
　　農民の助け合い

· 割地（割替え）…今までひとつの農地で80％米、20％商品作物を作っていたとすると、その方式をやめ、農地を5分割し、一つに商品作物、4つに米を作る方式。

· 相互小作…貧困の共有。AさんがBさんの一部の農地の耕作を行い、BさんもAさんの一部の農地の耕作を行う。これは山分けにすぎない。Stockである土地は分配されていない。flowの分配と危険回避が目的。

· 労働機会の分散…富裕層は雇用を多くする

· 土地なし労働者の雇用…田植え、除草、収穫に対し、貢献の20％を条件に土地なし労働者を恒常的に雇用する
ⅴ．「緑の革命」とコミュニティの変容　（レジュメ見たほうが早いです）
慣習経済；村の中に上層と下層の区別ができる。

　　　　　緑の革命により村の上層は市場経済へと流れ、機械化へ進み、上層と下層のつながりは切れたが、一部の村を失いたくないと考える上層は村の一員としてのアイデンティティを維持し、村に固執する。

緑の革命

背景；A　政治的背景

　　　　　ベトナム戦争⇒アジア共産化の危機⇒「農村の貧困」の緩和の必要性⇒主要作物（米）の増産の必要性

　　　B　工業化初期の農業問題

・人口増加による賃金圧力

初期工業化による所得増加→人口増加による食料需要の増加→食料価格上昇による賃金圧力→主要作物（米）の増産の必要性

・外貨不足

工業化の展開→中間財・資本財輸入の増加→外貨不足の顕在化→輸出用換金作物（米以外）の増産の必要性⇒米の耕地面積が小さくなるので、米の生産効率を高める必要性

定義
1965年以降の穀物類増産を目的とした高収量品種の開発・普及による農業の発展過程

（1） 植物遺伝学的革新：短強稈種、高い堆肥性、低い感光性、早熟性（二期・三期）

（2） 工学的技術革新：

・コンバインの登場。在来品種なら不可能だった雨季の刈り取りや乾季の田植えをする。雨季の刈り取りには排水設備の必要性、乾季の田植えには灌漑設備の必要性がある。そもそも、高収入品種は二期作や三期作を目指して作られているので背丈が低く、水位調節の必要性から灌漑設備は必須である。　
・圃場整備：深水田から浅水田へ（浅水田はコンバインを購入すれば効率がいい。）⇒整地作業の必要（深水田は倒伏しないように水を張っていたが背丈が低ければ落水後に倒伏する可能性が高い）

（3） 経営的技術革新：商品作物（cash crop）の導入による複合経営化

　　　　　　　　　　　 費用便益分析

　　　　　　　　　　　 生存農業からの脱却；商業農業の展開

（4） 行政的技術革新…①ＨＹＶs・生産資材の普及・配布

　　　　　　　　　　　 ②農業技術指導

　　　　　　　　　　　 ③産米貯蔵・集荷体制の整備

（5） 誘発的技術革新

（6） 土地増大的な技術革新

実施・普及過程
（1） 東西対立の下でのアメリカ主導

（2） テクノクラート主体のパイロット地区におけるパッケージ方式による普及

官僚主体、宣伝で「緑の革命」のすばらしさを伝える。

緑の革命は失敗だったのか？

結論；国によって異なる。成功した国もあれば失敗した国もある。

諸影響
（１）生産性上昇の諸効果

　A国内市場の拡大；米の増産→輸出向け商品作物増産→農民所得増加→国内工業製品の市場拡大

                   米の増産→農民所得増加→国内工業製品の市場拡大

　　　　　　　　　 米の増産→米価安定→労働者の実質所得の増加→国内工業製品の市場拡大

　B賃金圧力の抑制；米の増産→米価安定→賃金圧力の抑制→工業部門における利潤増加→投資増加による工業部門の発達

　C外貨獲得；　　　米の増産による商業経営→輸出向け商品作物の増産→外貨獲得→工業化のための中間財・資本財の増加

　D農業余剰の工業部門への移転；米の増産→地主帰属の利潤の増大→地主貯蓄の増大→工業部門原為の増大→投資増加による工業部門の発達

　E農村不安の抑制；米の増産　　　　　　　　　　　→農民所得増加

　　　　　　　　　　米の増産→輸出向け商品作物増産→農民所得増加→「赤の革命」の抑制→投資リスクの減少→海外直接投資の増加

（２）問題点

　　　　問題点の源泉

1 土地所有関係への配慮の欠如

2 農民支持体制の未整備

　A農村社会階梯への諸影響

1) 小作農の対地主交渉力の弱体化

小作農の経費負担増に伴う対地主交渉力の弱体化（公的機関への接近不可）⇒高利貸し、地主への信用増加

小作農の経費負担）圃場整備費、化学肥料投与、除草剤、農薬散布、水利制御

2) 土地なし労働者の没落

労働から機械へ（小作の生産インセンティブの向上）→機会導入→土地なし労働者の雇用機会喪失→非合法な焼畑へ？

3) 小作人の没落と労働市場の変容

手作り地主化による小作人の土地なし層への転落⇒（小作の生産インセンティブの向上）→土地囲い込み＝「手作り地主化」が問題→小作人の没落（土地なし労働者の増加）→土地なし労働者の賃金の下落

4) 対精米業者交渉力の弱体化

二期作における刈り取りが問題⇒天日乾燥困難→屑米の発生→精米業者による買い叩き

　B地域間格差の拡大

　　低開発農村地域の顕在化による労働異動

　　排水灌漑設備の必要性⇒低開発農村は未普及→地域間格差拡大→貧困地域からの人口移動を誘発

　Cコミュニティの変容

· 無制限刈取慣行

· コンバイン導入による落穂拾いの廃止

D環境劣化の可能性

ⅵ．都市の貧困　二重経済論

Harris=Todaro Model　　失業均衡
（仮定）労働者の意思決定が期待賃金率によって決まる。

　　　　都市部門には最低賃金率規制が存在⇒農村と都市の賃金格差。

（Model）

　・労働賦存：L₁＋L₂＋U＝L￣　（U：失業率）

　・W₁＝df₁(L₁)/dL₁

　・W₂＝df₂(L₂)/dL₂

　・W₂＝W₂￣

　・期待賃金率：E(W₁)=W₁＝L₂/L￣－L₁×W₂＝E(W₂)

これの解き方はもういいと思います。これも授業で3回やりました。

問題点は

(1)失業の存在

(2)非効率性　　（社会的損失）

(3)農村―都市間賃金格差

これらを解消するためには以下の4つが考えられます。

①都市雇用の増大

Uを都市で雇おう！

→企業に資本投下することにより、MPL₂を上方へシフトさせよう！

→E(Wu)がup

→U’がまた出てくることになる。

→U*＜U’だったら逆効果。つまり失敗の恐れがある。

②賃金補助金と移動規制

（都市の賃金）－（農村の賃金）を補助金で出そう！（ODA等）

→(1),(2)は解決！

→MPL₂が上がるかもしれないが、それは移動規制でブロック

→(3)は無理。倫理的にどうなの？

③両部門への補助金

O₁O₂分の（都市の賃金）－（農村の賃金）を補助金で出そう！

→そんなに金はない。

④農村技術進歩

MPL₁の増加

→Uが農村へ吸収

→(1)(2)(3)の解決！これが緑の革命の成果！

→これはこの講義のメインテーマだった！つまり中西さんは意外と全体を総攬して授業を進めていた！

→以上で2008夏学期水曜１限社会科学経済Ⅰ試験対策プリント作成を終わりにします。補講のシケプリは作らないので（復習だと思うんで）皆さん出るように。
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